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事業の趣旨・目的01

趣旨・目的

　「革新的な消費者教育と成年年齢引下げに対応した実践的教育の普及」をテーマに設定し、全国の

消費者教育推進者の協働と連携を通じた消費者教育の推進を目指し、消費者教育フェスタを島根県

益田市で開催する。

　デジタル時代における消費者教育の課題は高まっている。近年では「ダイエット・美容」などの、

若者が関心やコンプレックスを持っている商材の広告が、若者や高校生のスマートフォンに毎日のよ

うに当たり前に流れ続けている。これらの表示広告は各人の検索ワード等によってパーソナライズさ

れるため、各人の関心やコンプレックスに関連した商材の広告が効率的に流れるようになっている。

これは一見便利に思える機能である反面、決してよい商材とは言えない商材の誇大広告とも表現でき

る広告が若者や高校生のスマートフォンに現れることも少なくない。

　なお、民法の一部を改正する法律が成立し,改正法が2022年4月1日から施行されたことにより、民

法が定める成年年齢が20歳から18歳に引き下げられた。こうした背景もあり、自主的かつ合理的に社

会の一員として行動する自立した消費者の育成や若年者の消費者被害救済のための消費者教育の必要

性は急務になっている。

　しかし、「消費者被害」につながる商材のカタチは常に変化をし続けている。ある被害のカタチが

認知・周知をされても、また別のカタチの被害が生まれるというサイクルが生まれる。だからこそ、

本質的だと言える消費者教育の実施が必要不可欠であり、最新の消費者被害の事例を学ぶだけでは十

分だとは言えない。

　これらの背景を踏まえ「企業理解を中心とする消費者教育」「生徒が受けたいカタチで受ける消費

者教育」をメインテーマにした消費者教育フェスタを開催する。「企業側の思考・戦略やその根拠と

なる財務知識」を理解することで、生徒はあらゆる商材に対してより合理的に向き合えるようにな

り、新たな詐欺手法等に騙されることなくよいよい消費活動を納得して行える、自立した“よい消費

者”になっていくことができると考えた。また消費者教育を考える際には、受け取る側が受け取りた

いカタチで学びを得られる方法をつくっていくことも大切だからこそ「生徒が受けたいカタチで受け

る消費者教育」もメインテーマとした。

　また消費者教育に関して考える際、フリースクールや通信制高校に通う若者のことを考えないわけ

にはいかない。フリースクール・学校といった枠組みなどなく、教育をとどける同じ教育機関として

具体的に何を行っていくことが大切なのか等を一緒に考えていきたいとの想いを込めて、副題を「フ

リースクール・通信制高校における消費者教育」とした。
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開催概要-102

フェスタ実施概要

<フェスタ名>

消費者教育フェスタ in 島根 〜フリースクールと通信制高校における消費者教育〜

<会場>

益田市立市民学習センター 多目的ホール / オンライン

<日時>

2024年2月10日(土曜日)　13:00 〜 17 :00

<主催>

文部科学省

<企画・運営>

NPO法人無花果

<後援>

・いえいろは株式会社 ・小田急電鉄株式会社 ・株式会社コノテ ・株式会社コンテンツクルー

・株式会社COMPUS ・白神商事株式会社 ・しろし株式会社 ・瀬戸内サニー株式会社 

・Setouchi Startups LPS ・NPO法人だっぴ ・認定NPO法人D×P ・株式会社トルノス 

・株式会社Funda ・有限会社藤田酒店 ・フリースクールアルペジオ ・株式会社ほいらく 

・一般社団法人学びラボ ・NPO法人manabo-de

<参加者>

参加者申し込み : 331名

参加者（現地）: 51名

参加者（オンライン） : 167名
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02 開催概要-2

プログラム
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広報活動に関しての概要を以下に挙げさせていただきます。

51名 167名
参加申込数57名 参加申込数274名

現地参加者 オンライン参加者

益田市教育委員会 / 益田市内外の中学校・高校・大学 / 益田市内外の公民館・図書館などの公共施設 

（教育委員会や消費者センター等にご挨拶に伺い、現物チラシの配布だけでなくオンラインでのチラ

シデータの配布をご依頼しました。）

主なチラシ配布先01

弊社のSNSだけでなく、登壇者の各種SNSにて告知をご依頼しました。

各登壇者のチャネルから何件申し込みが入るかの仮説を立て、その数字をもとに軌道修正をしながら

広報を実施しました。

主なSNS戦略02

現地参加者を集めるため、益田市内で社会教育を実践されている方々に直接会いにいく機会を大切に

しました。お会いした方にフェスタにきていただくだけでなく、次にご相談をしたらよい方を紹介い

ただき、その方に想いを伝えにいくということを繰り返しました。

その他03

03 広報-1
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03

チラシデータ

広報-2

6



03 広報-3

WEB申し込みページ
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04 アンケート概要-1
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04 アンケート概要-2

Google フォーム

(※）内容は同上。また紙でのアンケートとオンラインでのアンケートで評価の上下の数値が逆
転してしまっていたため、集計の際には「１→とてもよかった」「 5→とても悪かった」で統一
をした。
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05 フェスタ当日-1

開会挨拶
NPO法人無花果 理事長 
中藤寛人

概要
・フリースクール・学校といった枠組みなどなく、教育をとどける同じ教育機関と
して具体的に何をしていくことが大切なのかを一緒に考えていきたいとの想いを込
めて、副題を「フリースクール・通信制高校における消費者教育」とした。

・フリースクール / 通信制高校での教育は自由度が高い側面もある。だからこそ、
フリースクール / 通信制高校における「よい消費者教育」を考えることは、学校教
育の中での「よい消費者教育」のあり方を、今ある制約を外しながら考えていくた
めのよいヒントにもなり得ると考えている。このため、フリースクール / 通信制高
校に携わっている方はもちろん、その他の方々にとってもよい時間となる、そんな
フェスタに一緒にしていきたいとの想い。
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フェスタ当日-2

行政説明
文部科学省総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課長　
安里賀奈子

概要
・文部科学省では、教育委員会や消費者行政部局、企業、大学、NPO、地域の関係
者などの様々な主体が連携・協働することにより、効果的で実践的な消費者教育を
実施するためのモデルを構築する事業を行っている。

【消費者行政×教育委員会×地域】→ 委託先 : 消費者教育センター（近江八幡市）
【大学×地域】→委託先 : 奈良国立大学機構（奈良女子大学）
【企業×銀行×大学】→委託先 : 株式会社omochi
など。

・来年度も引き続き同様の活動における予算が出ており、委託先を募集している。
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フェスタ当日-3

行政説明
消費者庁消費者教育推進課課長補佐 
中川 壮一

概要
・消費者庁では、成年年齢引き下げ後の若年者に対する消費者教育において、高等
学校段階のみならず、社会人も含めた若年者への切れ目のない消費者教育へと進展
させ、消費者被害の状況等も踏まえつつ、成年年齢引下げ後の消費者教育の実践・
定着に向けて、法務省・文部科学省・金融庁との関係4省庁で連携をし、様々な取り
組みを行っている。

・「18歳から大人」特設ページ
・消費者教育教材「社会への扉」
・「消費者力」育成・強化のための教材開発
など。
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